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．歴史的な制裁解除となるか
大悪魔、悪の枢軸と互いに揶揄してきた米国とイランとが水面下の交渉を重ねた結果、よ
うやく核協議が最終合意に達した。 年 月中旬のことである。国連安全保障理事国 カ
国にドイツを加えた カ国はイランと包括的共同行動計画を立案し、これを国連安全保障理
事会が承認。米国と欧州連合（ ）、それに国連がイランに科してきた制裁解除への道筋が
整った ）。イランで保守穏健派とされるロウハニ大統領の存在が交渉妥結に弾みをつけた。
イラン革命（ 年）が勃発する以前、米国はイランを中東戦略の拠点に仕立て上げた。
イランは中東地域で模範的な親米国家を自認した。しかし、イランは革命を機にイスラム教
シーア派法学者が君臨する反米国家へと大転換した。在テヘラン米国大使館人質事件以降、
米国はイランと断交、両国は永遠の敵国同士に転じた。
そこへイランの核開発疑惑が浮上。 年にイラン反体制派が秘密の核開発施設がイラン
国内に存在すると暴露した。義務付けられているにもかかわらず、イランは国際原子力機関
（ ）に核開発について申告していなかった事実も判明。ワシントンはイランが核武装
を画策していると非難、国際社会の危機感が一気に強まった。
イランは核拡散防止条約（ ）加盟国である ）。 は米国、ロシア、英国、フラン
ス、中国以外の核兵器拡散を禁じている。イランには核兵器を開発する資格がない。イラン
が核武装国に転じると、中東地域の緊張は頂点に達する。米国の同盟国イスラエルは公然と
イランを攻撃できる。中東地域の勢力バランスは大きく変化する。
欧米諸国がテヘランに事実を公表するように求めたものの、イラン指導部は頑なに拒否。
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）イランに対する制裁は次のとおり。米国 イランと原油決済取引をする外国金融機関に米国内での取引
を制限、イランとエネルギー関連取引を行う外国企業に米国内での活動を制限 欧州連合（ ） イラン
系銀行の営業制限、イラン産原油の輸入禁止 国連 イランの金融機関に外国での支店開設を禁止、革命
防衛隊関連組織などの資産凍結、イランへの武器禁輸（ 日本経済新聞 年 月 日号）。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
報復として、イランに制裁が科された。イランはドル箱である原油を輸出できなくなった。
この制裁が多大な効果を発する。オイルマネーの枯渇がイランを追い詰めた。イランは経済
的に行き詰まり、国民の不平不満が限界点を越えていった。
この経済的困窮がイラン指導部を翻意させた。イランは交渉のテーブルで譲歩する姿勢を
鮮明にする。イランに核兵器開発に結び付かないウランの濃縮（濃縮度 ％以下）を容認
する一方、核開発は制限されると同時に、 の監視下に置かれる ）。イランは高濃縮ウ
ランやプルトニウムを製造・取得しないと確約した。濃縮に使う遠心分離機も現状の 分の
以下に減らす。ただ、軍事施設の査察は包括的共同行動計画に明記されていない。
イランがこのような合意内容を遵守すれば、科されている経済制裁は解除される。イラン
は念願の原油輸出を再開できる。また、金融取引の制限も同時に解除される。もちろん、イ
ランが合意内容を反故すれば制裁は復活される。
かくして、ホワイトハウスの対イラン関係が大きく見直されることになった。 年以
来、米国はイランとの国交を断絶してきたが、関係修復に向けて一歩踏み出した。ワシント
ンは民主党政権時代に外交姿勢を急転換している。まずはベトナム。そしてキューバ。さら
にイラン。あからさまな敵対姿勢を修正して、関係改善の道を模索してきた。
ベトナムとキューバは共産党一党独裁国。イランもイスラム教シーア派独裁国。ベトナム
とキューバはソ連邦時代、コメコン（経済相互援助会議）加盟国でソ連邦の同盟国だった。
米国はソ連邦の元同盟国を自陣営に再編入し、失地回復に奏功している。
ただ、米国内では共和党やイスラエルは猛反発。サウジアラビアも米国とイランの接近に
警戒感を募らせる。但し、イラン指導部の対米警戒心は厳然として存在し、不信感は払拭さ
れていない。それゆえに欧州諸国のイラン進出が先行し、米国企業の対イラン進出は遅れる
と思われる。
今後、イランを取り巻く内外環境は激変していく。早速、国際社会は激変に対応しようと
試行錯誤を重ねるようになった。
． 制裁解除の国際経済学
イランの合意内容遵守を前提として、科されている制裁が解除される時期は 年末、あ
るいは 年明けになると見込まれている。米国、 、そして国連による経済制裁が解か
れる見通しだ。
経済制裁が解除されることを受けて、イラン市場が久しぶりにグローバル経済へと復帰
する。イランの人口規模は 万人（ 年）、国内総生産（ ）は 億ドル（同）
とされる。タイや南アフリカよりも大きな有望市場である ）。 人当たり国民総所得は
ドルといわれる。
経済成長率は 年実績で ％と高いが、この数字は信憑性に乏しい。公式統計で失業
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率は ％（ 年）とあるが、この数値もまた疑わしい。若年層の失業率はかなりの水準
だと聞く。
しかしながら一方で、イランの魅力は市場規模と潤沢な資源にある。
イラン革命を経験していない 歳以下の若年層が人口の ％を占有する。雇用の機会が増
えれば、全体としての所得水準が切り上がり、大きな購買力を形成する。少子高齢化とは無
縁の社会である。この年齢層が制裁解除を大歓迎している。
また、イランは世界有数の資源大国でもある。原油確認埋蔵量は 億バレル（世界
シェアは ％）で世界第 位、天然ガス確認埋蔵量は 兆立方メートル（同 ％、いずれも
年末）で世界首位を誇る ）。原油と天然ガスを合計した確認埋蔵量は原油換算で
億バレルを超える規模だ。しかも、開発・生産コストは破格に安価 ）。経済的な潜在力は十
分だろう。
イランの原油輸出量は現在、日量 万バレル（産油量は 年 月で日量 万バレル、
年では同 万バレル ））だが、制裁解除後、ここに日量 万バレル分が追加される。
それでも、サウジアラビアの日量 万バレルとの差は歴然としている ）。
年には日量 万バレルの産油量をイランは誇ったが、現段階では日量 万バレル
（ 年 月）に収縮している。この現状を打破すべく、 年後に同 万バレルに増強さ
れる目標が掲げられている。これには 億ドルの投資が必要だという ）。 年までに
億ドルが投資される計画である。この際、イランは 億ドル規模の外資を呼び込みたい ）。
他方、原油生産能力は日量 万 万バレルで、コンデンセートを含めると同 万バ
レル程度となっている ）。
合わせて、イランには天然ガスも豊富に埋蔵されるが、未開発の天然ガス田が多く残され
ている。なかでも有望なのは海底のサウスパルス天然ガス田。天然ガス田の新規開発にも膨
大な投資が求められる。
米通信社ブルームバーグはイランがカタールのような天然ガス輸出国にはならないと決め
つけるが ）、それは間違っている。逆に、外資の参入で液化天然ガス（ ））生産国にイ
ランが仲間入りする可能性を否定できない。イランが有望な天然ガス生産国となれば、周辺
国にパイプラインでも輸出できる。それは中東地域のみならず、インド市場まで巻き込める
可能性を秘める。
但し、イラン当局が積極的に外国資本を誘致したいのであれば、現行のバイバック契約を
見直す必要がある。バイバック契約では原油がイラン政府の所有となる。これでは外資に不利
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）液化天然ガス（ ）とはセ氏マイナス 度に冷却して液体にした天然ガス。体積を 分の に圧縮
できるため、専用タンカーで運べる。 輸入国の受け入れ基地で再び気化し、燃料・原料として消費
する。日本は 最大の輸入国で、 年度実績で 兆 億円相当の を輸入した。 年前に比
べて 倍に増加している（ 日本経済新聞 年 月 日号）。
だ。これを生産物分与協定に切り換えていかねばならない。生産物分与協定が締結されれば、
外資系企業はイラン国営石油会社（ ）やその子会社と合弁企業を設立できるようになる。
イランはまず、原油の在庫を放出するが、その放出先はスポット（当用買い）市場に限定
されるだろう。産油量が思い通りに回復するかどうかは不透明なものの、また、制裁解除直
後に原油輸出量が急増する見込みはないものの、さらに の企業統治（コーポレー
ト・ガバナンス）は明瞭でないものの、 年以降、イラン産原油が国際石油市場で本格的
に再登場すれば、それは直線的に国際原油価格の下押し要因として作用する ）。
イラン当局は 年に日量 万 万バレルの増産を見込む。一方、国際エネルギー機
関（ ）は最大で日量 万バレル拡大する可能性があるとの見方を示している ）。イラン
の市場復帰で 年には石油価格を バレル ドル程度押し下げるとする試算がある ）。
中国の国際商品需要減退も原油安要因となる。アジア市場では石油製品の在庫が積み上
がったままだ。加えて、米連邦準備理事会は（ ）は利上げの機会を探っている。金利
を伴わない国際商品から米ドルへとマネーはシフトする。ドル高が定着すると、自ずと国際
商品価格はドル建てであるから割高となる。ドル高と原油安は表裏一体の経済現象である。
全体として、原油を筆頭にエネルギー資源の国際価格は短期的に低迷する。
事実、国際商品価格は軒並み低迷、原油価格は下げを加速している。ニューヨーク市場で
は指標となる （ウエスト・テキサス・インターミディエート）は心理的な節目である
位 バレル ドルを割り込んで推移している。米国市場では産油量が堅調であることに加え
て、原油在庫は高水準。需給は緩む一方である。原油の買い材料が見当たらない。 は
原油の供給過剰が 年前半まで続くと予測している ）。
米国外に眼を転じると、市場占有率を確保しようとサウジアラビア（産油量は 年 月
で日量 万バレル）やイラク（産油量は日量 万バレルをうかがう展開、 年 月の
原油輸出量は日量 万バレルという歴史的高水準）が増産を急ぐ。石油輸出国機構
（ ）全体の産油量は日量 万バレルの水準が維持、 は原油生産量の最大化
を追求する姿勢を鮮明にしている ）。
また、 非加盟国のロシアも通貨ルーブル安を背景に原油輸出を増やしている。
このように、国際石油市場では供給過剰に歯止めがかからない一方で、需要が盛り上がっ
ていない。原油価格全般に下落圧力が強まっている。
原油価格下落を主導するのが投資ファンド（ヘッジファンド）と生産企業。ファンド勢は
売り持ち高を膨らませ、この投資姿勢が価格の下落圧力として作用する。米国シェールオイ
ルの生産企業も将来の値下がりに備えて売りヘッジ姿勢を強める。現物市場では入札の不調
が目立ち始めているという。要するに、原油価格の底入れはまだまだ先ということになる ）。
無論、原油価格はいずれ反転するだろう。しかし、 が原油価格を恣意的に操作で
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きる時代は終焉を迎え、市場が原油価格を決定する本来の姿へと回帰した ）。その際、原油
価格の主要な決定要因は供給サイドでは米国を含む北米の産油量、需要サイドでは中国経済
の動向となる。 の強みは全般的に開発・生産コストが安価だという優位にある。し
かしながら、それでも価格カルテルとしての はすでにその役割を終えている。否、
自らがその機能を放棄している。
価格低迷の影響に直撃されるのは資源国。中東の産油国はもちろんのこと、ロシアも大打
撃を被る。イラン産の原油と天然ガスはロシアにとっての脅威となる。特に、欧州市場での
価格競争は熾烈化する。
ロシアの場合、ウクライナのクリミア半島強奪を罪状とする金融制裁が国内経済を直撃。
原油安の長期化はロシア経済の停滞に拍車をかける。この損失を埋めるべく、クレムリン
（ロシア大統領府）は値崩れのない原子力発電所や武器・兵器の輸出を強化しようと、大号
令をかけることだろう。ロシア（国営原子力独占体ロスアトム）はすでにイラン南部のブ
シェールに原子炉 基を建設しているが、対イラン輸出をいっそう重視するであろうことは
想像に難くない。
原子力発電所の建設では中国が先手を打った。オマーン湾に面するイラン南部の沿岸部に
原子力発電所 基を建設する ）。
かつて最大級の日の丸油田と期待されていたアザデガン油田の開発権益を国際石油開発帝
石が保有していた。しかし、 年にやむなく権益を放棄し、撤退。日本はイランからの原
油輸入を自粛した。その結果、日本の原油輸入に占めるイラン産の比率は 年の ％か
ら 年には ％へと激減している ）。
日本勢の撤退後、中国の石油企業がアザデガン油田開発の契約に調印した。だが、 年
にイラン側が契約を撤回している。アザデガン油田開発は日本企業にも道が開かれている。
もちろん、欧州勢もイラン進出を狙う。他方、エクソンモービル、シェブロン、コノコ
フィリップスといった米系石油企業の進出は遅れるだろう。欧州勢では英蘭系の国際石油資
本（メジャー）であるロイヤル・ダッチ・シェル、フランスの石油最大手トタル、イタリア
炭化水素公社（ ）、それにスイスの多国籍企業グレンコアや英国系メジャーの はイ
ラン当局と接触している模様だ。中国石油化工（シノペック）やロシアの大手民間石油企業
ルークオイルもイランでのプレゼンス強化を狙う ）。
産油量と原油増産には投資と技術の双方が不可欠。イラン当局は 億ドル規模の外国
資本が流入することを見込んでいる ）。老朽設備の更新・近代化や新規開発、それに関連設
備の増強など外資系企業の活躍の場は無制限に広がる。プラント大手にとっても新たな事業
機会が眼前に広がっている。
イラン市場進出を虎視眈々と狙っているのは石油企業だけではない。
イランの自動車生産はトルコに次ぐ中東第 位。 年実績で 万台が生産されている
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（ 年では 万台）。 年の生産予想台数は 万台とされる。イラン政府は 年の
国内生産台数を 万台に引き上げたい。潜在的には年間 万 万台の生産台数能力を
秘めているとする見方もある。
同国 に占める自動車産業の割合は現在 ％程度であるけれども、人口 人当た
りの自動車保有台数は米国の 分の 、ドイツの 分の に留まっている。販売台数は
年実績で見ると 万台である ）。所得が増加すれば、イランの自動車市場は今後さらに拡大
していくことが見込まれる。
自動車市場における占有率を概観すると、イラン勢が ％と最も多く、その後を ％
の欧州勢が追う。以下、中国 ％、韓国 ％、日本 ％、インド ％と続く。米国企業
のシェアはゼロである。イランの消費者が現在のところは低価格志向であることがわかる。
欧州勢ではフランスのプジョーシトロエングループ（ ）がイランの現地企業と協力
関係強化に乗り出した。 は 年 月にイラン現地国営企業の自動車最大手ホドゥロ
と協定を締結。イランで組み立てる、いわゆるノックダウン生産を推進していく。 は
イランに高級車ブランド を投入する。
また、ルノーもホドゥロと資本提携する協議に入った。インドで生産される小型クロス
オーバー車をイランに投入する構えでいる。日産自動車の親会社がフランスのルノーである
ことから、同社のイラン進出は早いかもしれない。
ドイツのフォルクスワーゲン（ ）やダイムラーもイラン進出を模索している模様だ。
中国勢の市場占有率は ％であるが、中国にとってイラン市場は最大の自動車輸出先で
ある。 年実績で 万 台を輸出している。中国勢が今後、さらに攻勢をかければ、
欧州勢は中国勢と競合していくことは間違いがない。
中国を筆頭に新興国経済がきしむなか、欧州勢はイラン進出で投資の分散先多様化を目指
したい。
ドイツではガブリエル副首相が 年 月中旬にイランを訪問、イラン詣で先陣を切った ）。
同行した化学世界最大手の はイランで天然ガスを活用する化学事業の展開が有望だ
と語っている。イランを生産拠点に仕立て上げることができれば、欧州市場とアジア市場の
双方に睨みを利かせることができる。
フランスもドイツに遅れまいとイランに熱い眼差しを向ける。ファビウス外相が 年
月下旬にテヘランの土を踏み、フランス外相として 年ぶりのイラン訪問を実現した。同年
月には 社規模の経済使節団をテヘランに送り込むという。イラン進出をフランス経済
増強の起爆剤としたい。
イタリアでは 年 月上旬、外相がイランを訪問し、 進出を後押ししている。ス
ペインも閣僚をイランに派遣する一方、オーストリアのフィッシャー大統領も 年 月上
旬に訪れる。
加えて、イランでは旅客機の需要も伸びるだろう。欧州のエアバス・グループや米国の
ボーイング、ブラジルのエンブラエルが対イラン輸出に関心を高めているという。
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イラン制裁解除の国際政治経済学（中津）
都市交通など社会資本の整備、建設機械（建機）の需要増も見込める。発電所の新設も喫
緊の課題だ。課題は山積している。これはビジネスチャンスが溢れていることと同義だ。オ
イルマネーの大量流入と比例しつつ、イランビジネスが活況を呈していく。
日本政府も動いた。経済制裁解除後を視野に入れ、投資協定（企業が安心して外国に投資
できるように、投資財産保護、投資自由化ルールを定めた協定）の締結交渉に着手する。投
資協定が日本企業のイラン進出に先行すれば、イラン側の外資規制を軽減でき、投資環境の
整備につながる。
年 月 日に山際大志郎経済産業副大臣がテヘランを訪問、総合商社 社、大手
銀行など 社が同行した。ここにはアザデガン油田の権益を保有していた国際石油開発帝石
も含まれる。アザデガン油田の権益を取り戻す思惑がある。実現すれば、イラン産輸入量増
加の道が開ける ）。
．制裁解除の国際政治学
中東地域における核拡散のドミノ現象を封じ込めることができた歴史的な合意だと国際社
会では評価されている。中東緊張の要因が一つ除去されたのだから、確かに歴史的合意なの
かもしれない。しかしながら、中東地域には不安定要因が混在する。イランの脅威が低減さ
れたからといって、これが即刻、中東地域の安定に結び付くと判断するのはあまりにもナ
イーブに過ぎる。
中東地域では 世紀の遺産が今もって払拭、清算できていない。オスマン帝国の分割をめ
ぐって英国、フランス、ロシアが秘密裏に約した、サイクス・ピコ協定（ 年 月）以
来、中東地域を覆ってきた歪な秩序が残存する一方、新たな秩序に踏み出そうとする兆候す
らない。あくまでも模索の段階に過ぎない。
中東の民主化運動 アラブの春 を通じて独裁者は姿を消したものの、ポスト アラブの
春 の中東世界は混迷をきわめる一方である。独裁者が抹殺されただけで国家としての安定
した秩序を構築した国は一つもない。
逆に、各国で内戦が続く始末。 アラブの春 の発火点であったチュニジアでは残虐な無
差別テロが頻発。リビアでは群雄割拠が常態化し、内戦が日常の風景となっている。エジプ
トでは軍事クーデターを経て、当面の秩序を回復したものの、中東での存在感は大きく低下
した。イエメンは国家分裂の状態が続く。
かつての独裁者が去った結果、強制的、ならびに独裁的であれ、求心力が喪失。代わって
遠心力が際立つ。北アフリカや中東から難民が溢れ出し、欧州へと流れ込む事態を招いている。
国際移住機関（ ）によると、 年 月期に欧州まで到達した難民や移民は
万 人に達したという。 年通年の数字が 万 人だったことから判断すると、急
上昇していることが判明する。中東からの難民が殺到するドイツでは、難民対策に 億
ユーロを超える公費を投じるという ）。
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リビアやモロッコから地中海を経て欧州を目指す地中海ルートとトルコからバルカン半島
を縦断してドイツや北欧諸国などを目指すバルカンルートがある。大挙して押し寄せるた
め、欧州は難民危機に直面している。ドイツでは難民申請が 年、最大で 万人に達する
と見通されている ）。
国家としての秩序と中東地域としての秩序の形成は今後の課題となっている。しかし、現
段階ではその糸口すらつかめていない。
一般に、中東地域はイスラム教の宗派で色分けして解説されることが多い。この手法は簡
潔だが、残念ながら、現実は複雑怪奇だ。
中東世界を観察する際の一般論は次のようなものである。
イスラム教の宗派をスンニ派とシーア派とに大別する。そのうえでスンニ派の盟主をサウ
ジアラビア、シーア派のそれをイランと位置付ける。
サウジアラビアは の頂点に立つと同時に、湾岸協力会議（ ）を束ねる。ここ
に連なるのはクウェート、バーレーン、アラブ首長国連邦（ ）、カタール、オマーンと
いったペルシャ湾岸産油国。いずれも国王が君臨する絶対王制国家群であり、親米国家群で
もある。そして、イランと敵対する構図が描かれる。
他方、シーア派国家・イランは同類のイラク中央政府、イエメンの武装勢力、シリア・ア
サド政権を擁護、援軍を派遣する。合わせて、レバノンのヒズボラ、パレスチナのハマスも
庇護する。かくしてイランが中東シーア派勢力の盟主としてそのプレゼンスを誇示する。
さらに米国の同盟国であり、核武装国のイスラエルがここに加わる。イスラエルもイラン
を敵国と識別し、イランの核武装を一貫して牽制。と同時に、米国がイランに接近する動き
にも目を光らせる。米国のオバマ大統領は早速、イスラエルの懸念払拭に尽力、イスラエル
との連携を継続していくことを力説している。
オバマ政権はペルシャ湾岸産油国の懸念払拭にも腐心。特に、米国が軍事支援するサウジ
アラビアにはイラン核合意の経緯について丁寧に説明した。
年 月 日、サウジアラビアのサルマン国王が訪米し、ホワイトハウスでオバマ大統
領と会談した。サルマン国王は会談でイランの核合意について支持を明言、両国の関係強化
についても確認した。海上安全保障やサイバー攻撃からの防御、弾道ミサイル防衛で協力を
拡大することも共同声明に盛り込まれた。対テロリスト掃討においても両国が連携する姿勢
も打ち出された ）。
通航料の収入増を期待してスエズ運河（全長 キロメートル、地中海と紅海を結ぶ海運
の要衝 ））を拡張したエジプトにも、シシ大統領にイラン核合意の意義が説明されてい
る。エジプトでは 年 月に軍事クーデターが勃発、軍部が全権を掌握していたが、議会
選挙が 年 月と 月に実施されることになった ）。
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） 日本経済新聞 年 月 日号。なお、イタリア炭化水素公社（ ）がエジプト沖で巨大天然ガス
田を発見している。その天然ガス埋蔵量は地中海最大で 兆立方フィート（原油換算で 億バレル）に達
するという。エジプト経済の発展に寄与すると期待されている（ ）。
イラン制裁解除の国際政治経済学（中津）
ワシントンは地対空誘導弾パトリオットミサイル（ ）をサウジアラビアに追加売却
するうえ、カタールなどにも配備する。無論、迎撃能力を強化して、イランの脅威に備える
狙いがある ）。
イランではイスラム教シーア派の宗教指導者による独裁体制が貫徹されている。現在、最
高指導者ハメネイ師に全権が集中する。これは公然たる個人崇拝で、ソ連邦時代のスターリ
ン体制から北朝鮮の金王朝に至る体制と何ら変わりはない。イランの脆弱性はまずこの点に
ある。
ここに革命防衛隊というファクターが注入される。革命防衛隊がイラン経済の基幹部門を
牛耳っていると表現しても過言ではない。大いなる既得権益層だ。イラン経済の自由化とは
革命防衛隊の死滅を意味する。これにはそれ相当の労力とコスト、それに覚悟を要する。
イランで個人崇拝が全面否定され、革命防衛隊が撃滅される日は到来するのか。この日ま
でイランは特殊な国家として存立し続ける。イランを観察する際、この視点はきわめて重要
である。イスラム教シーア派とまったく関係がないことにも留意する必要がある。
アラブの春 が事実上、失敗したイエメン。イエメンは現在、国家分裂の危機に瀕して
いる。サウジアラビアはハディ暫定大統領を援護射撃すべく、イスラム教シーア派の武装組
織・フーシに集中砲火を浴びせる。フーシを支援するのはイラン。イエメンを戦場とするサ
ウジアラビアとイランとによる事実上の代理戦争だ。
イランの経済制裁が解除されれば、潤沢なオイルマネーが流入する。イランの経済力は当
然のごとく強化される。オイルマネーは戦費にも充当されるだろう。イエメンを戦場とする
代理戦争は長期化するに違いない。
イランはイラクの中央政府にも支援の手を差し伸べる。イラク北部からシリア北部に至る
ベルト地帯ではスンニ派過激組織・イスラム国（
、以下 ）が猛威をふるう。周知のとおり、イラク政府は 退治に躍起になってい
る。 とは仰々しいが、実態は単なるゲリラ、正規軍ではない。力の空白地帯でのみ通用
する武装組織に過ぎない。イランは にも掃討作戦を展開、 壊滅を目指す。
ロシア南部がイスラム過激派に脅かされていることから、ロシアは と向き合うイラン
に期待を寄せる ）。 年 月中旬にはイラン革命防衛隊のソレイマニ司令官がモスクワを
訪問、プーチン大統領とロシアの地対空ミサイル などの購入について協議したとされ
る ）。制裁解除後のイランを視野に入れ、ロシアは武器・兵器の売り込みに熱心だ。イラン
はロシア製の武器・兵器で戦力増強を図りたい。
年 月下旬に開催された国際航空ショーにはヨルダンのアブドラ国王やエジプトのシ
シ大統領、それにアラブ首長国連邦（ ）連邦軍の副最高司令官を招いた。そして、対
掃討で連携を強化することを申し合わせている。中東の親米国に触手を伸ばすのは対米
関係改善を視野に入れているのかもしれない ）。
さらに、クレムリンはイランを自陣営に組み入れる受け皿として、上海協力機構
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（ ）を位置付けたい。 はかつてホワイトハウスを牽制するための中露共闘の道具
に過ぎなかった。しかし、今は 存在の意味内容が違う。 は事実上のユーラシア
協力機構に変貌を遂げている。モスクワはここにイランを招き入れたい。イランの 加
盟が実現すれば、モスクワの外交的勝利となる。
もちろん、ロシアとイランとは競争相手同士でもある。両国とも中国市場により大量の原
油を売り込みたい。イラン産原油の国際市場復帰は原油価格の下落要因であることから、産
油国のロシアにとっては痛手だ。この痛手をイランの 加盟で補えるか。クレムリンは
今、国益を厳密に計算中である。クレムリンの野望は尽きることがない。 を将来、軍
事機構に格上げできれば、 に対抗する軍事軸を確保できる。ロシアの戦略はここで
結実する。
イラクでは 掃討に伴う戦費で中央政府が疲弊。行財政改革として、副大統領職廃止を
打ち出した。国際通貨基金（ ）によると、 年の財政赤字が対 比で ％に達す
る見通しだとする。 は 年 月末には 億 万ドルの緊急融資を決めている ）。
イラクの戦力はその規模でエジプトやイランよりも大きく、中東有数の兵力を誇るけれど
も（兵力 万 人、戦車 両、多目的ヘリコプター 機、輸送用ヘリコプター 機、内
務省関連人員 万 人）、いかんせん実践に弱い。と同時に、戦力は首都バグダッドや南
部に集中、中部と北部は手薄になっている。しかも防衛力に乏しく、軍隊の再建には時間を
要するという ）。
イラクは自他ともに認める石油大国ではある。事実、イラクは による原油供給拡
大の主要な原動力を演じてきた。しかし、その勢いも 年 月には衰えている。イラク南
部にある石油ターミナル港からの原油輸出量は 年 月現在、日量 万バレルと、過去
最高だった前月の同 万バレルから減少に転じている ）。原油減産によってオイルマネー
の流入が停滞すると、原油安とも相まって、イラク中央政府の国庫を圧迫することは想像に
難くない。
一方で、中央政府の混乱を横目に、クルド人自治区（ 、中心都市はエルビル）のプ
レゼンスが相対的に高まっている。対 戦闘でもイラクのクルド人兵士が戦果を挙げてい
ると聞く。
クルド人自治区は独自に原油を輸出。 年 月から原油輸出が右肩上がりに増え続け、
年 月からのわずか数カ月で 万バレル、日量 万バレルをトルコの石油積出港
ジェイハン（クルド人自治区とジェイハンとは石油パイプラインでつながる）からトレー
ダーに売りさばいている。その原油輸出によるオイルマネーの流入で経済力が強化されてき
ている。
クルド人自治区とイラク北部の油田からの輸出先は次のとおりである。イスラエル ％、
キプロス ％、イタリア ％、トルコ ％、ギリシャ ％、その他（フランス、スペイン、オ
ランダ、クロアチア、エジプト） ％ ）。
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イラン制裁解除の国際政治経済学（中津）
イスラエルが戦略物資である原油の輸出相手国首位であることに留意する必要があろう。
イスラエルにとって今や、クルド自治区産の原油はエネルギー安全保障の一角を占める位置
にある。イスラエル原油輸入の 分の がクルド人自治区産で占有される（イスラエルの原
油需要量は日量 万バレル）。 年 月から同年 月 日の期間に、イスラエルはクルド
人自治区産原油を 万バレル（ 億ドル相当）も輸入している。
クルド人自治区の原油・天然ガス埋蔵量は原油換算で 億バレル。これが同自治区の生
命線となっている。 年末から原油輸出が開始され、 、ゲネル、ガルフ・キース
トーンといった企業が輸出する ）。日量 万バレルを超える原油をトルコに直接、輸出して
いるもようだ ）。
イラクの現状はかつてのボスニアに酷似している。否、ボスニアよりも対立の構図は複雑
かもしれない。クルド人自治区の独立はもはや現実的な段階を迎えた。シーア派は南東部に
集中して居住する一方で、スンニ派はイラク国内に点在する。イラク国内のスンニ派住民は
最も貧しく、原油資源も保有せず、もっぱら農業に従事する。このスンニ派への対処が重要
だった。
にもかかわらず、中央政府は対応を間違えた。これが を生み出す結果を招いたのであ
る ）。 では米軍が殺害した、フセイン大統領時代の兵士が幹部役になっている。この
掃討を口実にスンニ派住民を弾圧、追放、国内避難民は 万人に及ぶという ）。国外避難
民や亡命申請者は 万人とされる。事実上の民族浄化である。この民族浄化を米軍が空爆で
支援しているとの見解もある。イランがイラクを浸食するのは時間の問題であるのかもしれ
ない。
そしてシリア。シリアの国軍は今やシーア派民兵が主力となっている ）。イランがこれを
援護する。一方、反体制組織を後方支援するのはサウジアラビア。シリア内戦でもサウジア
ラビアとイランとが角を突き合わせる。
パレスチナのガザ地区を支配する、イスラム原理主義組織ハマスにもイランは資金と武器
を供与してきた。また、イランはレバノンで展開する、イスラム教シーア派武装組織ヒズボ
ラを創設。ハマスとヒズボラを駆使しつつ、イスラエルと対決姿勢を鮮明にする。
アサド政権側の兵力はイラン兵士やヒズボラを含めて 万人とされる ）。これに対して、
の兵力は 万人、非 イスラム武装集団が 万人、南部戦線の兵力が 万 人であ
る。南部戦線とはヨルダン国境付近で展開し、ペルシャ湾岸諸国が支援するイスラム穏健派
を指す。
シリア内戦の 年間で死者は 万人に達し、 万人におよぶ避難民が溢れる。アサド
政権は首都ダマスカス周辺しか統治できないほど弱体化したが、内戦そのものはすでに長期
化している。
無論、事態は刻々と変化する。シリアでアサド政権が崩壊すれば、空白地帯が発生する。
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ここに が台頭してくるリスクは否定できない。しかし、それよりも現実的なのはこの空
白を狙って、ヒズボラが勢力を拡張していくことだろう。
シリア北部からはクルド人勢力、イラン、米国、トルコが 打倒、アサド政権打倒の攻
勢をかける。一方、シリア南部からはペルシャ湾岸諸国、米国、欧州諸国がアサド政権崩壊
を目指す。情勢は混沌としているが、シリア内戦の終結が地域の安定を導出しない現実が横
たわる。
いずれにせよ、アサド政権崩壊でシリア分割の号砲が鳴る。アサド政権を擁護してきたイ
ランではあるけれども、政権崩壊後はヒズボラを全面的に支えるだろう。合わせて、 が
空中分解すると、新たな空白地帯がさらに広がる。この空白をどの勢力が埋めていくのか。
この段階でシリアの勢力地図が大きく塗り替えられる。
がハマスにも宣戦布告したことから、ハマスの戦略には変化が生じている。 年
月、ハマスのマシャル指導者がサウジアラビアを訪問、サルマン国王と会談した。イランの
核協議合意、それに 対応の影響で、ハマスはサウジアラビアにも協力を求めざるを得な
くなった。情勢変化が戦略を修正に追い込む好例だろう。
要するに、イラン核合意を契機に、中東の勢力地図が大きく塗り変えられることになる。
当然、イランを基軸とする同盟集団が形成される。これを背景にテヘランのプレゼンス、発
言力が大幅に強化されていく。今、その入り口に立とうとしている。
ペルシャ湾岸産油国を束ね、 の盟主として君臨してきたサウジアラビアのプレゼ
ンスは今後、イエメン介入による消耗戦が仇となって、低下していく公算が大きい。原油の
生産余力を有するサウジアラビアではあるが、すでに原油生産量のスイング（調整）役を放
棄、 による原油価格支配の時代は終焉を迎えた ）。
サウジアラビアは確かに世界最大の原油輸出国ではあるが、原油安や対イエメン軍事介入
の戦費が財政を圧迫。世界最大の原油輸出国であるがゆえに、原油安の悪影響も世界最大な
のかもしれない。
サウジアラビア政府は産業構造の多角化を進めてはいるが、それでも原油輸出が の
％、政府歳入の ％を占有する ）。財政収支の黒字と赤字の分岐となる財政均衡点は
年の ドルから 年には ドルに上昇している。周知のとおり、原油価格は バレ
ル ドル近辺で推移していることから、当然、財政収支は赤字に転落する。 は財政赤
字が対 比で ％前後に達すると予測している ）。サウジアラビアの 年予算では
億ドルの赤字となっている。
財政赤字を補填すべく、サウジアラビア財務省は 年 月 日、 億リヤル（ 億
円）相当の政府開発債（ 年債、 年債、 年債）を発行し、国内の民間金融機関などに割
り当てたと発表した。国債の発行に追い込まれたのである。 年に 億 億リヤ
ルの国債を発行するとの観測もある。
外貨準備金は 年 月の 億ドルから 億ドルに減少している。原油安が続く
と、外貨準備金は 億ドルへと減少していくことだろう。サウジアラビア政府は外貨準
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備金の切り崩しと国債発行で財政赤字（ 年には 億リヤルに達する見通し）を埋め
る方針でいる ）。
通貨サウジリヤルの米ドルペッグ（連動）制を堅持するとサウジアラビア通貨庁
（ ）は言明しているが、原油安や国債発行は通貨切り下げ圧力として作用する。投
機筋がサウジリヤル売りを仕掛けてくる可能性は否定できない ）。
の 年石油輸出収入は対前年比で ％減少した ）。 年の石油輸出収入は
億ドルであったが、 年の石油輸出純収入は 億ドル（国民 人当たり ド
ル）に減少している。 年以来最低の水準に留まった。 億ドルのうち、サウジアラ
ビアに流入したオイルマネーは 億ドルである。当然のことながら、原油価格が低迷し
たことと 全体の輸出量が低下したことが減収の原因となっている ）。
年の原油価格は前年よりも低い水準で推移していることから、 年の 石油
収入は 億ドル程度（国民 人当たり ドル）に留まるとの試算がある。 年には
億ドルに回復すると見通されているが、それでも 年の水準には追い付けない。
加盟国に流入するオイルマネーは当分の間、低迷しそうである。
弱体化するサウジアラビアの周辺産油国は独自路線を模索せざるを得ない。
中東地域随一のハブ機能を備えた は本来、イランビジネスに積極的で、 国内
にはイラン出身者の大規模な共同体があるという ）。ドバイの企業はイランとのビジネスを
得意とする。 によると、イラン市場の対外開放でドバイ首長国の を ％押し上
げると予測している ）。
ほかのペルシャ湾岸産油国もイランビジネスに積極的な姿勢へと転換、 に追随して
いくことだろう。中東のスイスとよばれるオマーンもイランビジネスの一大拠点である ）。
全方位外交を自認するオマーンのプレゼンスは高まるばかりだ。トルコもイラン交渉の独自
ルートを保持する。
結果として、サウジアラビアが孤立していく。米国もサウジアラビアをいつまでも庇護す
るとは限らない。サウジアラビアと距離を置き、イランに接近する─サウジアラビアがもっ
とも恐れるシナリオだ。イランとサウジアラビアが中東地域で覇権を争う構図が今後浮き彫
りとなるだろう。
孤立を恐れるサウジアラビアは米国に庇護を求めると同時に、ロシアにも擦り寄る。
年 月下旬、サルマン国王がモスクワを訪問、最大で 億ドルを金欠に苦悶するロシアに
投資すると表明した。その翌月にワシントンを訪れる前に、サルマン国王はモスクワに足を
運んでいたのである ）。
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億ドルの投資はロシアにとって天の恵み。サウジアラビアはロシアのエネルギー産業
をテコ入れする姿勢を鮮明にした。世界屈指の産油国であるサウジアラビアとロシアとが協
力して、米国の シェール革命 に対抗していく方針を内外に打ち出した瞬間である。技術
革新主導の シェール革命 が勝利するか。それとも、産油量で勝負するサウジアラビア・
ロシア枢軸が勝利するか。
米国を含む北米では原油と天然ガスの生産量が顕著に回復している。米国の産油量は
年以来、日量 万バレル増加している ）。メキシコへの米国産軽質油輸出が解禁されたほ
どだ。米国の産油量増加には西側石油消費国の対イラン、ロシア依存を引き下げる効果があ
る。
ただ、原油確認埋蔵量 億バレル（世界第 位）を保有するカナダの重質油オイルサ
ンドの生産は伸び悩んでいる。油田地帯は石油都市カルガリーがあるアルバータ州に広が
る。原油価格が高値圏で推移していた 年まではアルバータ州は石油特需で潤った。平均
家計収入は 万カナダドルとカナダ平均の 倍を誇った。人口は倍増し、住宅価格は 倍に
跳ね上がった。北米地域における過去 年間の産油量増加分のうち、 分の 、すなわち日
量 万バレルがカナダによる貢献である。
ところが、原油価格が半値にまで落ち込むと、逆噴射に見舞われる。新規プロジェクトが
見送られたことで、失業率は ％と過去 年で 倍を記録。投資不足が雇用情勢を急悪化
させた。人材と資金が流出したことに加えて、アルバータ州知事に左翼系が就任し、法人税
率の引き上げが予定されていることも石油企業にとって足枷となっている。
オイルサンドの開発・生産には原油価格が バレル ドルの水準が維持されないと、採
算割れする。オイルサンド開発の場合、初期投資が巨額であるうえに、米国のシェールオイ
ルほどには産油量を調整できない。 年の関連部門投資計画によると、 億ドルと対前
年比で ％のマイナスとなる。増産については 年までに年間で日量 万 バレル、
年まででは同 万 バレルとされる ）。
原油価格の下落はアルバータ州だけではなく、カナダ全体に悪影響を及ぼしている。カナ
ダの主要産業であるエネルギー関連が打撃を被った結果である。 年 月期の
成長率は対前期比で ％減、同年 月期 ％減と 四半期連続でマイナス成長とな
り、景気後退局面に入ったと診断されている ）。カナダ の 割を輸出が、輸出の 割
がエネルギー関連であるため、市況変動の影響を受けやすい。利下げだけで景気後退局面か
ら脱出できるか。政治的判断も要求される段階を迎えている。
それでも早晩、北米地域は原油と天然ガスを自給自足できる、サプライチェーンを構築さ
れる。ここに至ると、米国産業にとって中東産の原油は無用の長物となる。と同時に、中東
地域で米軍が駐留、展開する大義が失われる。米国の納税者は米軍の中東撤退を叫ぶように
なるだろう。米国大統領は納税者、有権者の声を無視することはできない。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
イラン制裁解除の国際政治経済学（中津）
．トルコの立場
やむなく米軍が中東撤退することになれば、米軍の役割は北大西洋条約機構（ ）
に移譲される。米国の対中東軍事戦略は を経由する戦略へと変質していく。中東諸
国は との協力関係強化を模索するようになるだろう。そして、 の存在理由
も変質せざるを得ない。
いわゆる冷戦の終結後、 存在の大義が雲散霧消しようとしていた。皮肉なこと
に、ここに命を吹き込んだのがロシアと中東情勢。ロシアの大胆不敵なウクライナ・クリミ
ア半島併合で欧州大陸は否応なく、ロシアリスクと向き合わざるを得なくなった。加えて、
中東情勢の不安定化も に新たな役割を付加した。
ここで登場する国が 加盟国のトルコ。トルコは中東世界と欧州世界、そしてロシ
アをつなぐ地政学的要衝に位置する。米国も欧州もトルコの地政学的重要性を軽視できな
い。
ロシアもトルコを特別扱いする。ロシアはかねてから黒海経由で天然ガスをトルコに輸出
してきた。この黒海海底天然ガスパイプラインはブルー・ストリームと命名されている。ト
ルコはブルー・ストリームとトランスバルカン天然ガスパイプラインでロシア産の天然ガス
を受け入れてきた。トルコの天然ガス輸入量は 年実績で 億立方メートルであるが、
このうち ％をロシアから輸入している ）。ロシアにとってトルコは今やドイツに次ぐ天然
ガス輸入国である。
これに加えて現在、トルコ・ストリーム建設計画（年間 億立方メートル）が浮上して
いる。これはロシア産の天然ガスをトルコ経由で南欧諸国に輸出する構想である。この計画
が実現すれば、トルコのロシアからの天然ガス輸入は 年に年間 億立方メートルに増
える見込みだ。 年を迎えると、トルコの天然ガス需要量は年間 億立方メートルに増
加すると見通されている。
ロシアの国営天然ガス独占体ガスプロムが欧州天然ガス需要の 分の を供給している
が、この欧州市場がガスプロムの天然ガス収入の ％を占有する。トルコではガスプロムが
天然ガス輸入業者ボスポラスガスの権益 ％を保有する。予定どおりにトルコ・ストリーム
が完成すれば、トルコの対ロシア天然ガス輸入依存度は現在の ％から ％に跳ね上がると
いう。
トルコのエルドアン大統領はオスマン帝国時代の スルタン を常に意識している。北ア
フリカから中東を経て、中央アジアに至るベルト地帯全域に眼を光らせ、大国意識を隠そう
としない。それでも、アンカラは中東地域での武力行使を意図的に控え、外国人戦闘員のト
ルコ越境、シリア・イラク入国を黙認してきた。 に参加したトルコ人は最大で 人に
達するという ）。
エルドアン大統領はここで大きな賭けに出た。トルコ国内で相次いでテロ事件が続発する
） トルコの天然ガス輸入（ 年実績で 億立方メート
ル）のうち、 ％がロシア、以下、イラン ％、アゼルバイジャン ％、アルジェリア ％、ナイジェリ
ア ％、残余スポットとなっている。
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事態に鑑みて、トルコ軍は 年 月 日にシリアとの国境沿い、 の司令部など拠点
カ所を初めて空爆、本格的に対 戦に本格参入した ）。戦車部隊や兵員をシリア国境に集
結させるとともに、空爆作戦を本格化させている。さらに、シリア北部に を排除した安
全地帯を設置する方針を表明した。
これを機にシリア北部にはトルコリラが浸透。通貨リラを通じてトルコの影響力がシリア
北部で強まってきたという。一方でシリアポンドの価値下落は止まらない。トルコの影響力
浸透をオスマン帝国による占領だとの表現もある ）。
合わせて、米軍にはトルコ南部のインジルリク空軍基地を提供、対米協力姿勢にシフトさ
せている。基地提供で米軍の作戦能力は大幅に改善する。 包囲網は徐々に強化されつつ
ある。インジルリク空軍基地の使用が容認された米軍は早速、無人機を駆使して を空爆
した ）。続けて、米空軍の 戦闘機 機と要員約 人を配備 ）、有人戦闘機による空爆を
実施した ）。シリア領内の 拠点を攻撃の標的としている。
中東から撤退したいオバマ政権ではあるが、猛威を振るう を標的に、米軍はやむなく
への空爆に踏み切った。 年 月 日のことである。地上部隊の派遣には慎重な姿勢
を崩していないが、戦況次第で米軍がシリア内戦にまで関与する可能性はにわかに高まって
いる。英国もフランスもイラク領内、ならびにシリア領内の に空爆する ）。
こうした米国を主軸とする、いわゆる有志連合による 空爆作戦にトルコも全面参加す
る方針を固めた。トルコ空軍の参加で空爆能力は格段に強化される ）。
エルドアン政権にはお家の事情もある。
トルコでは 年 月に総選挙が実施されていた。この総選挙でトルコの有権者はエルド
アン大統領の独裁的な言動に対して、毅然とノーの意思決定を突き付けた。圧勝すると観測
されていた与党・公正発展党（ ）の獲得議席数は過半数割れ。定数 議席のうち
議席しか獲得できなかった。その後の連立協議も行き詰っていた。再選挙も取り沙汰された ）。
エルドアン大統領は大統領の権限を大幅に強化、行政権を集中させたい。その前提条件は
の支持率向上を基盤とする総選挙での議席過半数獲得。エルドアン大統領は再選挙を
決断（ 年 月 日に再選挙が実施））、 による単独政権樹立の道を開いた。た
だ、大統領権限の強化を図る憲法改正は困難な道である ）。
エルドアン大統領は空爆実施で政治的劣勢を挽回したかった。そして、対 空爆を口実
にトルコ国内のクルド人勢力を駆逐したい。エルドアン大統領にとっての真の標的は、自治
を宣言した、クルド労働者党（ ）。 はトルコでは非合法の武装組織と認識されて
いる ）。 と への二方面作戦を通じてテロとの戦いを浮き彫りにしたかった。トルコ
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国内では および 関係者の大量拘束が強行されている ）。
エルドアン政権の と向き合う姿勢は和平から戦闘へと急転換。その狙いは再選挙で
過半数の議席を確保することにあった。エルドアン大統領と の危機を突破する手段と
して空爆が選択されたのであった。エルドアン大統領は空爆で、シリア北部で と闘うク
ルド人勢力・民主連合党（ ）の台頭を封じ込めたい。シリア北部地帯では事実上のク
ルド人自治区が誕生している。この事態にエルドアン政権は神経質にならざるを得ない。
エルドアン政権の悩みは経済情勢にもある。トルコは新興国として安定した経済成長を享
受してきた。リーマン・ショック（金融危機）後の 年には ％成長を謳歌していた。エ
ルドアン大統領はトルコの を 年の 億ドルから 兆 億ドルに拡張すると
豪語する ）。
だが、 年の経済成長率は ％と前年の ％から急減速、目標の ％を下回って着
地した。 年経済成長率の政府目標は ％であるけれども、また、民間の投資と消費は旺
盛のようだけれども、目標数値を下回るとの見方が支配的だ ）。政府目標の 規模を実
現するには、年率平均で ％以上の経済成長率が必須条件となる。失業率も ％にのぼり、
過去 年間で最高を記録している ）。
確かにトルコ市場の規模は大きいが、外国依存型の体質を是正できていない。輸出では欧
州市場に依存する（対 輸出が輸出全体の ％を占める）一方、ファイナンスは米国に依
拠する。この状況下でシリアの混迷が深まったこと、 の勢力伸長といった悪材料が原因
となって、ペルシャ湾岸諸国への輸出ルートを失った。その結果、リビア、エジプト、イラ
ク、サウジアラビア、 、イラン、アゼルバイジャン、ロシアとの貿易が減少に転じて
いる ）。
経常赤字は対 比で ％と通貨リラを下押しする。トルコ企業の対外債務は 億
ドルに達する。その一方で国内貯蓄は乏しい。米 による利上げもさらなるトルコリラ
の下落圧力として作用する。
事実、政治的不安定と治安の悪化でリラは売り込まれ、史上最安値圏に沈む。通貨防衛を
優先すると、インフレ率が ％であるにもかかわらず、トルコ中央銀行は金利の引き上げを
躊躇せざるを得ない。中央銀行が金利を引き上げられないのには、政府からの圧力もある。
それでも、通貨安と株安がトルコ経済の先行きを暗示する。
個人消費とインフラ整備という内需だけで経済を下支えできるか。壮大なインフラ整備計
画では政権に近い建設会社に大きな利益をもたらしている。インフラ整備需要よりも建設自
体が目的化していると揶揄されてきた。エネルギー消費国トルコにとっての朗報は資源安の
みか。中進国の罠の壁を越えることができるか。悩ましい展開が続く。
エルドアン政権は政治と経済の双方から追い詰められている格好だ。こうしたエルドアン
政権に対して、 はテロとの戦いでトルコと連帯していくことを表明 ）。 の安
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）
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）
）
全保障は不可分だと言明した。ただ、対 ・ 空爆の評価については言及せず、トルコ
の軍事行動に理解を示すことに終始している。 は依然として、中東地域に踏み込む
リスクを回避しようとしているのだろう。この消極姿勢がいつまで続くのか。
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